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Although, in the course of land reform in the early Meiji era, the government had confiscated and nationalized the 
domains, including the forests, of shrines and temples, it legislated on the incorporation of the national forests again into 
their precincts in accord with the National Forests Act enacted in 1899.  The law required shrines and temples to testify 
that the forests were necessary as the “forest landscape”, in terms of external beauty in appearance, administration of 
shrines and temples' activities, and disaster prevention. Judging from the survey maps, the incorporated areas tended to 
be clearly larger in the case when the reasons for disaster prevention had been accepted.




1 月 5 日に布告され、次いで明治 8 年 6 月 29 日に「社寺境内外区画取調規則」が定められた。これにより
全国の社寺が領有していた広域の林野（朱印地・除地）が国有化、すなわち「上地」1）され、社寺の境内地は
大幅に削減された。しかし、その後の官林払い下げ政策などによる森林破壊の進行を背景に「国有林野法」
が明治 32 年 3 月 22 日に公布され、同法第三条第三項に「社寺上地ニシテ其境内ニ必要ナル風致林野



















は明治 8 年に定められた「社寺境内外区画取調規則」にもとづき同年から明治 18 年頃までに作成されたも
ので 8）、「社寺境内外区別取調帳」と合わせ、この図を見れば、境内編入された面積やその区域の地理的位
置を知ることができる 9）。これらの資料により境内編入の出願理由とそれが許可された区域をあわせて知る
ことができる社寺は合計 36 あり、うち寺院は 21 であるが、昭和初期の統計資料によれば京都府全体の境内













　帝国議会議事録によれば、明治 30 年 3 月 15 日の第十回帝国議会に政府が提出した「国有林野法案」には、
国有林の編入を規定する第三条はなく 12）、明治 32 年 1 月 31 日の第十三回帝国議会の政府案に第三条が現
















　上記の高岡案は、さらに明治 32 年 2 月 28 日の第十三回帝国議会において「社寺上地ニシテ其境内ニ必要
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光福寺 1 官有林復旧之義ニ付請願 M29.2 ● ● 100
2 官有林地復旧之義ニ付再願 M34.8 ● ● ●
東福寺 3 上地境内復旧願 M29.11 ● ● ● 100
西芳寺 4 境内編入願 M32.12 ● 幽美 ● 27
明 37-48
清水寺 5 上地山林復旧御願 M29.2 ● ● ● ● ● 536 御答書 M33.7 ● 絶佳 ● ●
如意寺 7 現境外上地官林復旧願 M29.1 ● 明媚 ● ● 928 境内編入願 M36.9 ● ● ●
海住山寺
9 現境内復旧御願 M29.8 ● ● ● ●
4510 理由書 M33.6 ● ● ● ● ● ●
11 理由書 M34.2 ● 優美 ● ● ● ●
正法寺 12 境内編入願 M34.7 ● ● ● ● 11
法輪寺 13 境内編入願 M33.6 ● ● ● ● 21
志明院 14 境内編入願 M35.3 ● ● ● 5115 境内林編入之義ニ付追願 M37.4 ● ●
法華寺 16 境内編入願 M34.1 ● 旧観 ● ● ● 37
高台寺 17 境内編入願 M33.5 ● ● ● ● 4
明 38-40
歓滝寺 18 境内編入願 M36.5 ● 幽邃 ● ● 55
真如寺 19 寺院上地境内編入御願書 M34.3 ● 0
天寧寺 20 境内編入願 M35.5 ● 幽趣 12
21 境内編入出願ニ付追願 M37.11 ● ● 不明
月輪寺 22 境内編入願 M34.6 ● 優美 ● ● ● 54
永林寺 23 境内編入願 M36.1 ● ● ● ● 10024 境内編入願ニ就テノ理由 M36.4 ● ● ● ●
本願寺 25 上地官林復旧願 M29.1 ● ● 33
法然院 26 現境内接続官林地復旧御願 M29.4 ● 閑雅 ● ● ● 100
清閑寺 27 旧境内上地山林御下付願 M29.7 ● 閑雅 ● ● ● 4
明 40-45 龍安寺 28 上地山林境内編入願 M38.6 ● 絶佳 ● ● ● ● 44
明 42-64 青蓮院 29 飛地境内編入願 M41.12 ● 美観 ● ● 100
明 36-69 大原神社 30 境内編入願 M34.12 ● 絶佳 ● 0松尾神社 31 境内編入願 M34.8 ● 壮観 0
明 36-72
男山八幡宮 32 境内編入願 M36.7 ● 勝地 ● ● 100
豊受大神社 33 境内編入願 M36.8 ● 名勝地 ● 034 境内編入願之義ニ付追願 M37.10 ● 風光 ● ●
天岩戸神社 35 境内編入願 M39.2 ● 絶佳 ● 036 境内編入願 M40.5 ● ● ●
皇太神社
37 境内復旧願 M36.10 ● ●
3538 境内復旧願 M39.8 ●
39 境内復旧願之義ニ付追願 M40.5 ● ●
明 39-38
八幡神社 40 境内編入願 M36.3 ● ● 3
売布神社 41 境内編入願 M36.4 ● 景容 17
加茂神社 42 境内編入願 M36.4 ● 景容 ● 21
桑田神社 43 上地森林境内編入願 M34.6 ● 勝地 ● 4
若宮神社 44 国有林境内編入上願書 M38.5 ● ● ● ● 100
天穂日命神社 45 境内編入願 M34.6 ● 名勝地 ● 55
藤神社 46 境内編入願 M36.3 ● ● ● 100
綴喜天満宮 47 上地官有地境内地ニ復旧之儀御願 M29.1 ● 10048 境内編入願 M33.6 ●

























































































































































































































































































































































































































と言ってよい。試みに『国有林野一班（第 14 回）』（農林省山林局編、昭和 6年）所収の表「国有林野譲与組換境内編入」を見ると、














10）「国有林野ヲ寺院現境内地ニ編入又ハ組換箇所面積調」（国立公文書館蔵、『昭和財政史資料第 1号第 58 冊』所収）によれば、全国
の寺院の「上地林編入面積」は総面積約 2,356 町歩（881 件）であり、そのうち京都府の寺院は総面積約 173 町歩（42 件）である。
この資料の作成年月の記載はないが、この前後の資料が大正 14 年から昭和 6年なので、この期間に作成されたものと見られる。
11）国有林野法の成立過程については、山口輝臣『明治国家と宗教』（1999、pp.203-276）の中で取り上げられているが、本稿で述べ
るような第三条第三項が定められた経緯やその背景にあった意図については述べられていない。
12）「第十回帝国議会 衆議院議事速記録第二十五号」（内閣官報局「官報号外」明治 30 年 3 月 16 日、p.410）
13）「第十三回帝国議会 衆議院議事速記録第二十二号」（印刷局「官報号外」明治 32 年 2 月 1 日、p.280）
14）「第十三回帝国議会 衆議院国有林野法案外三件審査特別委員会速記録 第七号」（p.75）
15）「第十三回帝国議会 衆議院議事速記録第三十八号」（印刷局「官報号外」明治 32 年 3 月 1 日、p.560）
16）「第十三回帝国議会 貴族院議事速記録第四十四号」（印刷局「官報号外」明治 32 年 3 月 10 日、p.705）
17）『社寺境内地ニ関スル沿革的法令集』（営繕管財局国有財産課編、1926、pp.286-289）。なお、この文書と同内容のものが、すでに





20）「防風」という理由の出願には却下されたものが少なくない。たとえば志明院は、明治 35 年 3 月「境内編入願」では「風防上」の
理由で編入を希望していたが、それが「不備」とされ、翌年 4 月に上地林内の古跡の保存をあげてようやく編入が認められた。永





22）栗島明康「砂防法制定の経緯及び意義について─明治中期における国土保全法制の形成─」『新砂防』2014 年 1 月、pp.76-87
23）種田守孝他「戦前期における風致地区の概念に関する研究」（『造園雑誌』1989 年 3 月、pp.300-305）、福島信夫他「京都市におけ
る風致地区指定の変遷に関する研究」（『都市計画論文集』日本都市計画学会、2008 年 10 月号、pp.667-672）
「②防風」は、境内周辺の林野が失われると境内に風害が及ぶというものであり、「③防火用水」は、上地林
中に防火用の貯水池を確保しつつ、その水源管理の必要性をあげるものである。「④河川防潮」は、境内付
近を流れる河川の洪水時に防潮林として機能するというものである。 
　社寺による編入希望の理由と編入許可地の対応関係を見ると、「防災」という理由をあげて出願したもの
は「風景美の保存」や「社寺運営上の必要性」から出願した場合よりも、明らかに広域の境内編入が認めら
れている。このことは、当時「風致林野」の有する防災的意義が重視されていたことを示している。また、「編
入願」に理由としてあげられていないものでも、結果的には「砂防」が配慮されたと見られるものも散見さ
れるが、これはおそらく明治 20 年代の森林破壊の進行と水害の激化を背景とした山林に対する一般社会の
防災意識の高まりと関係するのだろう。
　大正 8 年の都市計画法に定められた「風致地区」制度に見られるように、「風致」という用語は今日に至
るまで一義的には「自然的景観」を意味している 23）。しかし、いうまでもなく社寺周辺の林野は、「風景美」
の構成要素であるだけではなく、上地以前には境内と一体不可分の宗教的空間を構成していたし、さらには、
社寺境内にとっての重要な防災的意義を有しているのである。明治期における「風致林野」の「境内編入」
の目的と実態は、「防災」を含めた社寺周辺林野の多義的な存在意義を改めて我々に認識させてくれる。
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